
７／18（木）の行事 【道庁プレスリリース】

報道発表資料の配付日時 ７月12日（金）15時00分

発 表 項 目 北海道農業・農村確立連絡会議の開催について
（ 行 事 名 ）

記者レクチャー (実施日時) 発 表 者

の お 知 ら せ 発表場所

概 要 国において策定予定の新たな「食料・農業・農村基本計画」に関して、オー

ル北海道での政策提案を実施するにあたり、次のとおり会議を開催します。

記

１ 開催日時 令和６年（2024年）７月18日（木）10:30～

２ 開催場所 ＴＫＰ札幌ホワイトビルカンファレンスセンター６階

カンファレンスルーム６Ｃ

（札幌市中央区北４条西７-１-５ ＮＣＯ札幌ホワイトビル）

３ 出 席 者 北海道農業･農村確立連絡会議の構成員

北海道、北海道市長会、北海道町村会、北海道経済連合会、

北海道消費者協会、北海道生活協同組合連合会、北海道農業協

同組合中央会など18団体

※詳細は別添のとおり

４ 議題（予定）

（１）新たな「食料・農業・農村基本計画」の策定に関する政策提案について

（２）その他

参 考

報 道 ( 取 材 ) ○ 積極的な取材のほど、よろしくお願いします。

に 当 た っ て

の お 願 い

他 の ク ラ ブ 同 時 配 付 (場所)
と の 関 係 同 時 レ ク

担 当 農政部農政課政策調整係（担当者：伊藤、松原）
（ 連 絡 先 ） ＴＥＬ ダイヤルイン 011-204-5376 内線 27-110



北海道農業・農村確立連絡会議設置要領

１ 趣 旨

国は、食料・農業・農村基本法の制定や基本計画の策定などにより、食料、農業及び

農村に係わる基本的な政策全般を根本的に改革したところであり、この方向に即した新

基本法農政の着実な推進が求められている。

本道においては、こうした状況やＷＴＯ農業交渉などを踏まえ、農業・農村の直面す

る諸課題に適切に対処しつつ、魅力ある農業と活力ある農村の確立に向けて、的確に対

応していく必要がある。

このため、道内の関係機関・団体が一体となって、本道の実情に沿った基本政策の検

討を行い、国等に提言する「北海道農業・農村確立連絡会議」（以下、「連絡会議」とい

う。）を設置する。

２ 構 成

連絡会議は、別表の関係機関・団体の職にある者をもって構成する。

３ 業 務

連絡会議の業務は、次のとおりとする。

（１）新たな農業・農村政策の目標と本道の実情に沿った基本政策の検討

（２）国等に対する政策提言活動

（３）その他必要な事項

４ 運 営

（１）連絡会議に議長及び副議長を置き、議長には北海道農政部長、副議長には、北海道

農業協同組合中央会専務理事、北海道経済連合会理事事務局長を充てる。

（２）連絡会議に次の団体の実務担当者を構成員とする幹事会を置き、連絡会議の決定・

指示に基づき、業務の推進に当たる。

北海道、北海道市長会、北海道町村会、北海道農業会議、北海道経済連合会、

北海道消費者協会、北海道農業協同組合中央会、北海道土地改良事業団体連合会、

北海道農業公社

（３）連絡会議の事務局は、北海道農政部農政課に置く。

５ 時 限

連絡会議は、平成２７年４月１日から起算して２年を経過するごとに、社会経済情勢

の変化や開催実績等を勘案し、連絡会議の常設の必要性や効率的な開催方法の見直し等

について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

附 則

この要領は、平成９年１１月１７日から施行する。

令和６年４月２３日一部改正。



【別 表】

［構 成 団 体］ ［職 名］

○北海道 農政部長

○北海道市長会 事務局長

○北海道町村会 事務局長

○北海道農業会議 事務局長

○北海道経済連合会 理事事務局長

北海道商工会議所連合会 常務理事

北海道商工会連合会 事務局長

○北海道消費者協会 専務理事

北海道生活協同組合連合会 専務理事

○北海道農業協同組合中央会 専務理事

北海道信用農業協同組合連合会 代表理事専務

ホクレン農業協同組合連合会 代表理事専務

全国共済農業協同組合連合会北海道本部 本部長

北海道厚生農業協同組合連合会 代表理事専務

北海道農業共済組合 参事

○北海道土地改良事業団体連合会 専務理事

○北海道農業公社 常務理事

北海道農民連盟 書記長

○印：幹事団体


